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要 約 

虐待理由で施設に入所している児童のうち、平成 23 年度中に児童養護施設から家庭復帰した事例（以後 27 条事例

と表記）：771 件、50 日以上の一時保護から家庭復帰した事例（以後 33 条事例と表記）：353 件、計 1124 件について

平成 25 年 11 月 1 日時点での養育状況：27 条事例：636 件（元データの 82.5％）、33 条事例：300 件（元データの

85.0％）、計 936 件の追跡調査情報を検討した。 
平成 23 年度中に児童養護施設や 50 日以上の一時保護から家庭復帰した虐待事例で、親子関係の修復・調整・養育

改善に「段階的親子再接触アプローチ」を適用した事例は 27 条事例で 411 件：52.0％、33 条事例で 143 件：40.5％
あり、家庭復帰段階でなお虐待再発リスクがあるとされた事例は 27 条事例で 341 件：44.2%、33 条事例で 241 件：

68.3％である。これらの事例につき、家庭復帰後 3 年度目の平成 25 年 11 月 1 日時点で、なお児童相談所の継続指導

を受けているのは 27 条事例で 152 件（有効値の 23.9％）、一時保護～施設入所中であるのは 84 件（有効値の 13.2％）、

33 条事例で 111 件（有効値の 37％）、一時保護～施設入所中であるのは 14 件（有効値の 4.6％）である。そのうち

養育状況の悪化（（ ）内は明らかな虐待の再発）がみられたものは 27 条事例で 43 件：7.7％、33 条事例で 31 件：

11.1 %であるが、当該時点での情報が無いものがいずれも 40％を超えている。 
児童相談所は虐待理由で親子分離した事例について、基本的に親子の再接触を軸とした指導を行ってきており、こ

れらの要件を整理して基本的な親子指導の枠組みとした。 

キーワード：家族再統合 児童相談所 保護者援助 段階的親子再接触 虐待の再発 

A Study on the System for Supporting Family Preservation in the Child Guidance Centers 
Tsuneo YAMAMOTO, et al. 

Abstract: This study was a series of three-year study, and aimed to examine the effectiveness, validity, evaluation 
method, and its developmental possibilities by classifying better and expecting methods for support parents. The study 
tried to explore into the framework called ‘the experimental contact among child-parents’, temporary protection cases, 
and separated cases.  

In case of separation, child-parent relation recovery was concerned at 113 Child Guidance Center in the last two 
years studies. 

This study is aimed to examine three years follow up study of returned cases in 2011 which returned from residence 
home, foster home, and temporary protection over 50 days. 

Keywords: Family preservation, the Child Guidance Center, Parent Support, Gradual re-contact of Parent and Abused Child 
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Ⅰ．観点整理 

 

本研究は虐待を主訴として入所した児童福祉施設、およ

び 50 日以上の一時保護所入所から、平成 23（2011）年

度中に家庭復帰した事例につき、家庭復帰までの経過、お

よび家庭復帰後の状況を継時的に追跡し、その対応、支援

のあり方についての枠組み整理を目的として、平成 25

（2013）年 11 月までの経過情報を収集し検討することを

目指す。 

これまでの調査・検討により、多くの施設入所事例につ

いての児童相談所の指導・援助の基本的枠組みとして、段

階的に親子の再接触を設定し、各設定段階を節目としなが

ら親子関係の調整、保護者指導や家族支援の課題設定、親

子の関係修復を進めるという手法が、全国の児童相談所で

とられてきたことが確認された。これを「段階的親子再接

触アプローチ」と呼ぶ（山本ら 2009、2010）。ただし、

その枠組みの実施にあたっては、児童相談所が主導的に計

画を立てて親子関係の調整や保護者指導に当たったもの

と、分離保護した事案について、その後の経過から、後追

い的に段階を設定したものが、およそ半々の比率で存在す

ることも見えている（山本ら 2010、2011、2012）。調

査回答事例では、施設からの家庭復帰の 50～60％、長期

の一時保護からの家庭復帰の 20～30％台で実施されてい

る。 

「段階的親子再接触アプローチ」は以下の 5 つの時期

に区切られる。 

① 初期介入から親子分離まで、 

② 親子分離から最初の面会接触まで、 

③ 施設入所した子どもと保護者の面会設定から、面会

外出まで、 

④ 短期外泊から、週単位程度の長期外泊、家庭復帰ま

で、事例によっては措置停止による長期外泊まで、 

⑤ 家庭復帰とそれ以降、 

各時期は親子の接触の内容によって区分されるが、それ

に合わせた段階的な課題が設定され、基本的には事前に計

画作成を経て親子に課題を確認しつつ進めることが想定

される（山本ら 2010）。しかし実際には当初から計画的な

検討をもって開始されるのは平成 23 年度家庭復帰した回

答事例全体ではその 20～30％前後で、残りは事例対応開

始と同時並行的に順次実施されているものがほぼ同数あ

り、全体で施設からの家庭復帰で 50～60％台、50 日以上

の一時保護からの家庭復帰で 20～30％台において実施さ

れているのが実態である（山本ら 2011）。 

個別の専門的な支援のプログラム実施は、段階的親子再

接触アプローチと共に実施されていることが多く、施設か

らの家庭復帰事例で段階的親子再接触アプローチが実施

された事例の 8～9 割、長期一時保護所からの家庭復帰で

6～7 割の事例が段階的親子再接触アプローチの下で個別

の専門的プログラムが実施されている（山本ら 2011、

2012）。 

「段階的親子再接触アプローチ」は従来からの専門的な

アプローチ手法である「サインズ・オブ・セーフティ・ア

プローチ」や「ソリューション・フォーカスト・アプロー

チ」などが親子関係修復作業において、基本的な支援の観

点や多彩な技法的アプローチを提供し、具体的なソーシャ

ルワーク技術の実質的部分を担ってきたのに対して、日本

の児童相談所固有の、分離・介入から親子関係の修復へと

向かう児童家庭福祉、とりわけ児童福祉法、児童虐待防止

法に基づく介入と支援ソーシャルワークとしての、基本的

な枠組みを提供してきたと考えられる。これに類するもの

として、各自治体が経験的に構築してきた自治体版の親子

修復プログラムと呼ばれるものがいくつか存在するが、い

ずれも親子関係の修復にあたって、親子の接触を意図的に

進行管理する手順・枠組みとしては共通する要素があると

みられる（山本ら 2010）。それ以外の専門的アプローチ

技法は、より部分的な課題の呈示、指導の局面での効果的

なアプローチとして実施されてきており、いずれも段階的

親子再接触アプローチの進行過程の中で、提案され、実施

されてきているとみられる（山本ら 2011、2012）。 

これまでの検討において、これらアプローチ全体におけ

る課題が整理されてきた。当初の課題検討でみてきたもの

に例えば「介入」によって開始された作業がその後、「支

援」における関係性重視に重点移動することによって、当

初の重要な指標であった「評価的・管理的」な「リスク・

アセスメント」の視点が相談経過とともに形骸化・希薄化

してしまう傾向にあることがある（山本ら 2010）。また、

家庭復帰対象となる事例で帰宅先の不適切養育者の在・不

在は重要な支援設定上の分岐点とみられるのだが、「段階

的親子再接触アプローチ」はいずれの条件の対象群にも、

ほぼ同率に実施されており、おそらく各担当者の直観的な

バイアス判断で、一定の業務量・対象群に対して同率に適

用実施されてきたらしいことも認められた（山本ら 2009）。 

「段階的親子再接触アプローチ」それ自体は、親子関係

修復の支援全体に枠組みを設定し、段階的な対応の節目を

設けることによって、それぞれの時点でどんなアセスメン

ト評価を行い、どんな支援策を投入・展開するかというこ

とについての枠組みを提供するものである。具体的に投入

される支援策については、様々な個別的専門技法、プログ

ラムが個別に検討される。各段階は、それぞれの時点での

アセスメント（リスク、ニーズ、リミット）とマネジメン

トの枠組において運用・機能すべきものであるが、この点

については、先に述べたように、しばしば児童相談所の支

援が当事者との関係性の中で展開するに従い、評価的・管

理的視点が徐々に状況に流されやすくなるというプロセ

ス上の課題があることがわかっている（山本ら 2010）。 

また、家庭復帰後の支援については、児童相談所をはじ

めとする支援機関と保護者の関係性が大きく変化し、保護

者の児童相談所や要保護児童対策地域協議会における連

携によって活動する関係機関への支援ニーズは親子分離
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中の時期に比べるとはるかに低下する。 

保護者側の家庭復帰による支援ニーズの変化に対して、

これまでの調査結果では、施設からの家庭復帰でほぼ半数、

50 日以上の一時保護からの家庭復帰事例でほぼ 6 割の事

例が、家庭復帰時点では虐待の再発のリスクがまだあると

判断されながら家庭復帰している実態があり、こうした事

例では「家庭復帰」は一つの経過点であって、指導・支援

の目標達成を意味しないばかりか、新たな支援作業の開始

でなければならないことが明らかとなっている（山本ら 

2011、2012）。 

こうした多くの事例で児童相談所は約 8 割の事例で家

庭復帰前に保護者と地域の支援機関との接触を図り、家庭

復帰後の支援策を設定してきている実態があるが、段階的

親子再接触アプローチの結果としての家庭復帰において、

切れ目のない家庭復帰後の在宅支援のアプローチを接続

させることが課題の一つである（山本ら 2011、2012）。 

本研究は、これらの課題を踏まえつつ、虐待を主訴とし

て入所した施設から家庭復帰した事例、及び 50 日以上の

一時保護から家庭復帰した事例について、親子関係修復支

援の過程、そこで認められた課題等について情報整理し、

虐待問題での親子分離事例における親子関係修復にむけ

た、児童相談所の基本的な作業の枠組みを確認し、グラン

ドデザインを描くことを目指す。 

 

 

Ⅱ．研究計画 
 

平成 23（2011）年度の 1 年間に、施設から家庭復帰し

た事例、および 50 日以上の一時保護から家庭復帰した事

案につき、個別の事例情報、支援経過と家庭復帰後の状況

についての情報を継続的に収集し、効果的な支援のあり方

の標準化を目指す。基本的な初年度以降の調査の経過につ

いては 2011 年度、2012 年度の報告書で報告した（山本

ほか 2011、2012）が、今回改めて 25 年度 11 月の時点で

の調査情報を収集し、それらを踏まえ全体の情報整理を行

う、併せてこの間整理されてきたことから段階的親子再接

触アプローチについての全体像を整理することを目指す。 

平成 25（2013）年度 11 月時点での調査は前年度の調

査と同様、家庭復帰後の経過についての情報収集に焦点化

し、適応状況や関係機関との関係、児童相談所のフォロー

アップの状態等に的を絞った調査である。 

Ⅲ．研究結果 
 

１．平成 23 年度の家庭復帰事例の平成 25 年 11 月時点で

の状況について 

 

１）回収事例の概要 

平成 23 年度の家庭復帰事例についての平成 25 年度 11

月時点までの回答状況は表 1 の通りである。平成 25 年 11

月時点での情報については表 2 のような回収結果となっ

た。合計 113 児相（回収率 54.6％）から 936 事例が報告

された。回答中、性別・年齢を欠く回答を除外した有効回

答は 836 件である。内訳は、表 3 にあるように、男 444

件、女 392 件、施設からの家庭復帰 556 件（男 305 件、

女 251 件）、50 日以上の一時保護からの家庭復帰 280 件

（男 139 件、女 141 件）である。 

 
表 1． 平成 23（2011）年度～平成 25）（2014）年 11 月 1 日まで

の事例の回収状況 

 

 
表 2． 平成 23（2011）年度家庭復帰事例（113 児相）回収結果 

2014 年度              児相数と事例数 

 
 

表 3． 平成 23（2011）年度家庭復帰事例（113 児相）回収結果 

2014 年度               男女別事例数 

 
 

これらを男女別、学年別に見るとまず今回、回収された

事例の家庭復帰時の男女別・学年別分布は図 1、2014 年

11 月時点での男女別・学年別分布は図 2 のようになる。 

学年別区分は上の歴年齢区分の回答より若干欠損値が少

ない（男 ＋4 件 女＋2 件）。 

 
 
 

  

平成23年度
平成24年11月

1日現在

平成25年11月

1日現在

27条ケース

施設からの家庭復帰事例
771 696 636

33条ケース

50日以上の一時保護からの家庭復帰事例
353 320 300

合　　　　計 1124 1016 936

家庭復帰事例区分 回答児相数 回収率 事例数 有効回答 有効回答率
施設からの帰宅 61 29.50% 636 556 87.40%
50日以上の一時保護からの帰宅 38 18.30% 300 280 93.30%

合　　　　　計 96 46.40% 936 836 89.30%

家庭復帰事例区分 合計
施設からの帰宅 305 54.9% 251 45.1% 556
50日以上の一時保護からの帰宅 139 49.6% 141 50.4% 280

合　　　　　計 444 53.1% 392 46.9% 836

男 女
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図1．平成25(2014)年度に回答のあった事例の平成23(2011)年度帰宅時の男女別・学年別構成 

 

 
図2．平成23(2011)年度の帰宅事例の平成25(2014)年 11月時点での男女別・学年別構成 

 

これを施設からの帰宅事例と 50 日以上の一時保護から

の帰宅事例に分け、平成 25 年 11 月時点での学年区分だけ

でみると図 3 のようになる。また、その虐待種別は表 4

図 4 のとおりである。

 

 
図3．平成23(2011)年度に家庭復帰した子どもの平成25(2014)年 11月時点での学年別構成 

 
表4． 平成23(2011)年度に家庭復帰した事例の主たる虐待種別 

 (施設から：27条、一時保護から：33条と表記) 

 

 図 4．平成23(2011)年度に家庭復帰した事例の虐待種別 
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性
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無

回

答

　合　計 936 370 111 326 39 90
横構成比 100.0 43.7 13.1 38.5 4.6 9.6

２７条 636 231 74 250 19 62
横構成比 100.0 40.2 12.9 43.6 3.3 9.7

３３条 300 139 37 76 20 28
横構成比 100.0 51.1 13.6 27.9 7.4 9.3

　無　回　答 0
横構成比 - - - - - -
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２）措置解除・家庭復帰時の虐待のリスク 

表 5 は、平成 23 年度に施設から、50 日以上の一時保護

から帰宅した子ども事例についての、その時点での虐待の

危険性についての児童相談所の判断である。表 5 はその時

点で児童相談所が取った支援体制である。

 
表5．措置解除時点でのリスク評価 表 6．措置解除時に児童相談所が取った対応 

施設からの家庭復帰  ：27 条 
一時保護からの家庭復帰：33 条と表記 

 

表 5 の措置解除時点で虐待の「リスクは完全に消失した」

と児童相談所が判断しているのは、施設からの家庭復帰で

15.5％、50 日以上の一時保護からの家庭復帰で 10.5％、

これに「リスクはほぼ消失した」を加えると、施設からの

家庭復帰で 56.4％、50 日以上の一時保護からの家庭復帰

で 38.6％である。平成 23 年度家庭復帰時点での状況をみ

ると、施設からの家庭復帰事例で「リスクは完全に消失し

た」と「リスクはほぼ消失した」では 54.4％、50 日以上

の一時保護からの家庭復帰では 31.7％となっており、両

群の差は小さく、平成 25 年 11 月の時点でも母集団の基

本的特徴は引き継がれていることが確認される。 

表 6 をみると施設からの措置解除事例の 52.5％、50

日以上の一時保護所からの家庭復帰事例の 73％で児童

相談所が直接的な支援（児童福祉司指導・継続指導）を

行っている。欠損値を除外しながらの値なので元の 23

年度の事例件数について無回答 72 件も母数に含めて再

計算すると、施設からの家庭復帰（770 件）の 43.4％、

50 日以上の一時保護からの家庭復帰（353 件）の 62.0％

となる。 

家庭復帰施設からの措置解除から 2 年数か月を経過し

ての対応状況を表 7、表 8 に示す。 

表 7 では施設からの措置解除事例の 26.1％、50 日以上

の一時保護所からの家庭復帰事例の 44.7％で、2 年後にな

っても児童相談所が直接的な支援（児童福祉司指導・継続

指導）を行っている。 

表 8 で施設からの措置解除で指導継続中であるのは

152 件（有効値の 23.9％）一時保護～施設入所中である

のは 84 件（有効値の 13.2％）、であるのに対して 50 日以

上の一時保護からの帰宅では指導継続中の事例は 111 件

（有効値の 37％）、一時保護～施設入所中であるのは 14

件（有効値の 4.6％）である。施設から退所した事例の方

が再度一時保護されたり施設に入所したりしている率が

高く、統計的に有意差が認められた（フィッシャーの直接

確率）。また在宅で指導中の件数にも統計的有意差がみら

れ、50 日以上の一意保護から帰宅した事例の方がより多

く在宅指導を受けている。 
  

措置区分

　

　

件

　

　

　

　

　

数
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度

に
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下

し

た

　

無

　

　

回

　

　

答

　合　計 936 126 349 433 28

横構成比 100.0 13.9 38.4 47.7 3.0

２７条 636 95 264 254 23

横構成比 100.0 15.5 43.1 41.4 3.6

３３条 300 31 85 179 5

横構成比 100.0 10.5 28.8 60.7 1.7

　無　回　答

横構成比 - - - - -
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ー
ス

移

管

に

よ

る

指

導

終

結

　

無

　

　

回

　

　

答

　合　　　計 936 257 296 57 54 123 77 72
横構成比 100.0 29.7 34.3 6.6 6.3 14.2 8.9 7.7

２７条 636 144 190 47 44 102 64 45
横構成比 100.0 24.4 32.1 8.0 7.4 17.3 10.8 7.1

３３条 300 113 106 10 10 21 13 27
横構成比 100.0 41.4 38.8 3.7 3.7 7.7 4.8 9.0

　無　回　答

横構成比 - - - - - - - -
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表7．平成25年 11月 1日時点での児童相談所の対応   

 
 
 
一保以上の分離 

 
 
 
在宅指導 

 
表 8．平成 23(2011)年度家庭復帰した子どもの平成 25(2013)年 11 月時点での支援状況 

 
 

３）子どもの現在の居場所 

表9は平成25年11月時点での子どもの居場所を示す。

転出や不明が多くなっており、施設からの家庭復帰事例で

は 215 件：33.8％が情報の無い状態になっている。一時

保護からの帰宅事例でも 76 件：25.3％は情報不明の状態

にあるため、全体としての状況把握率は下がっている。 

不明群の中には状態が改善したために関与が終わって

いるものも含まれている。またこの群から同じ管内で再

通告のあったものは無い。ただし、今後再通告があるか

もしれず、他所に移ったものの現状は不明である。 
 
表9．平成23(2011)年度家庭復帰した子どもの平成25(2013)年 11月時点での子どもの居場所 

 
 

家庭復帰した事例のうち、帰宅した時点での家に留まっ

ているものは施設からの家庭復帰で 47.2％、それ以外の

家で暮らすものが 6.6％。50 日以上の一時保護所からの家

庭復帰では帰宅時点での家に暮しているものは 50.7％、

それ以外の家で暮らすものが 7.1％、一時保護所か施設に

入所しているものについては表 6 ですでに分析している。

帰宅した家に留まっているものとそれ以外の場所に移っ

たものについて、施設からの家庭復帰と 50 日以上の一時

保護からの家庭復帰では差が無かった（フィッシャーの直

接確率）。   

表 10 に施設入所している 131 事例の入所先施設種別を

示す。施設からの家庭復帰事例も 50 日以上の一時保護か
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指
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結

　

無

　

　

回

　

　

答

　合　計 936 134 166 30 82 248 131 145
横構成比 100.0 16.9 21.0 3.8 10.4 31.4 16.6 15.5

２７条 636 67 99 25 62 196 96 91
横構成比 100.0 12.3 18.2 4.6 11.4 36.0 17.6 14.3

３３条 300 67 67 5 20 52 35 54
横構成比 100.0 27.2 27.2 2.0 8.1 21.1 14.2 18.0

無　回　答

横構成比 - - - - - - - -

フィッシャーの直接確率

あり なし 計

施設 84 552 636

一保 14 286 300

計 98 838 936

フィッシャーの直接確率　　**:1%有意　*:5%有意

両側Ｐ値 0.0000 **

片側Ｐ値 0.0000 **
CramerのV 0.1302
YuleのQ 0.5132

一時保護以上の分離

フィッシャーの直接確率

あり なし 計
施設 152 400 552
一保 111 175 286

計 263 575 838

フィッシャーの直接確率　　**:1%有意　*:5%有意

両側Ｐ値 0.0010 **

片側Ｐ値 0.0006 **

CramerのV 0.1152

YuleのQ -0.2507
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別

掲

現
在
継

続
指
導

中

　合　計 936 338 18 4 49 169 45 18 6 6 59 74 7 1 21 61 60
横構成比 100.0 38.6 2.1 0.5 5.6 19.3 5.1 2.1 0.7 0.7 6.7 8.4 0.8 0.1 2.4 7.0 6.4

２７条 636 262 15 2 28 94 20 13 3 4 36 52 6 15 47 39 152
横構成比 100.0 43.9 2.5 0.3 4.7 15.7 3.4 2.2 0.5 0.7 6.0 8.7 1.0 - 2.5 7.9 6.1

３３条 300 76 3 2 21 75 25 5 3 2 23 22 1 1 6 14 21 111
横構成比 100.0 27.2 1.1 0.7 7.5 26.9 9.0 1.8 1.1 0.7 8.2 7.9 0.4 0.4 2.2 5.0 7.0

無　回　答

横構成比 - - - - - - - - - - - - - - - - -
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無
　
　
回
　
　
答

　合　計 936 444 62 8 131 92 182 17
横構成比 100.0 48.3 6.7 0.9 14.3 10.0 19.8 1.8

２７条 636 294 41 5 81 57 145 13
横構成比 100.0 47.2 6.6 0.8 13.0 9.1 23.3 2.0

３３条 300 150 21 3 50 35 37 4
横構成比 100.0 50.7 7.1 1.0 16.9 11.8 12.5 1.3

無　回　答

横構成比 - - - - - - - -
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らの家庭復帰事例も施設入所している事例では 6 割の子

どもが児童養護施設に入所している。 

表 11 に一時保護中の 8 件の一時保護理由を示す。虐待

の再発による保護が 7 件中 6 件（85.7％：無回答 1 件あ

り）となっている。 

 
表10．平成 23(2011)年度家庭復帰した子どものうち平成25(2013)年 11月時点で施設入所中の状況 

 
 

表 11．平成 23(2011)年度家庭復帰した子どものうち平成25(2013)年 11月時点で一時保護中の事例の一時保護理由 

 
 
４）現在の養育状況 

表 12 に現在の養育状況を示す。明らかに改善している

のは施設からの家庭復帰で 27.5％、50 日以上の一時保護

からの家庭復帰で 31.4％である。ただし、統計的には状

態不明の件数比率が施設からの家庭復帰で 47.4％、50 日

以上の一時保護からの家庭復帰で 30.8％あり、回収数の

50～60％の標本数でのことなので、改善率の確認として 

は弱い。 

悪化については施設からの家庭復帰事例では 7.7％、50

日以上の一時保護からの家庭復帰事例では 11.1％と状態

確認があった標本数の中では差が認められない状態であ

る。図 5～6 に養育状況の評価別件数状況を示す。 
 

表 12．平成 23(2011)年度家庭復帰した子どもの現在の養育状

況（平成 25 年 11 月 1 日現在） 

 

図 5．平成 25 年 11 月時点での養育状況評価 

 

 

図 6．平成 25 年 11 月時点での養育状況評価の構成比 

措置区分 　件　数 乳児院 児童養護 情短 児童自立 障害 その他 　無回答

　合　計 131 4 77 10 11 4 19 6
横構成比 100.0 3.2 61.6 8.0 8.8 3.2 15.2 4.6

２７条 81 2 46 6 4 3 15 5
横構成比 100.0 2.6 60.5 7.9 5.3 3.9 19.7 6.2

３３条 50 2 31 4 7 1 4 1
横構成比 100.0 4.1 63.3 8.2 14.3 2.0 8.2 2.0

無　回　答

横構成比 - - - - - - - -

措置区分 　件　数
虐待再発

により

別件での

保護
観護措置 その他 　無回答

　合　計 8 6 1 1
横構成比 100.0 85.7 14.3 - - 12.5

２７条 5 3 1 1
横構成比 100.0 75.0 25.0 - - 20.0

３３条 3 3
横構成比 100.0 100.0 - - - -

無　回　答

横構成比 - - - - - -

区分 現状評価 件数 構成比
0 18歳終結・転出を含む状態不明群 187 33.6%
1 管内在住　児童年齢　情報無し 77 13.8%
2 養育状態は改善している 153 27.5%
3 養育上の課題状況は続いている 96 17.3%
4 措置解除時よりやや悪化 24 4.3%
5 措置解除時より悪化 19 3.4%

合　　計 556 100.0%
0 18歳終結・転出を含む状態不明群 78 27.9%
1 管内在住　児童年齢　情報無し 8 2.9%
2 養育状態は改善している 88 31.4%
3 養育上の課題状況は続いている 75 26.8%
4 措置解除時よりやや悪化 15 5.4%
5 措置解除時より悪化 16 5.7%

合　　計 280 100.0%
0 18歳終結・転出を含む状態不明群 265 32.8%
1 管内在住　児童年齢　情報無し 85 10.5%
2 養育状態は改善している 241 29.8%
3 養育上の課題状況は続いている 171 21.1%
4 措置解除時よりやや悪化 39 4.8%
5 措置解除時より悪化 35 4.3%

総　　計 836 103.3%
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５）再通告の状況 

再通告の有無は当事者以外からの客観的反応として、子

ども虐待問題の指標の一つとして重要である。ただし、そ

れぞれの社会的条件の違い、偶発性や確認バイアスも関与

する。平成 23 年度に家庭復帰して以来、再通告があった

のは延べ 148 件、1 回から 5 回まである。その状況を表

13、14 に示す。 

再通告は 1～3 回目までは身体的虐待が多いが回数を重

ねるに従い、ネグレクトの占める率が高くなり、5 回（5

回以上を含む）はネグレクトのみとなっている。 

再通告のあった事例のうち虐待種別の記載のあったも

のについての状況を図 7～12 に示す。 

表 13．再通告の有無 

 

 
表14．再通告回数 （平成23年度～平成25年 11月 1日まで） 

 
 

 
 図 7．再通告と虐待種別 施設・一時保護事例の合計 図 8．再通告と虐待種別 施設・一時保護の合計構成比 

 

 
 図 9．再通告と虐待種別 施設からの家庭復帰事例 図 10．再通告と虐待種別 施設からの家庭復帰事例構成比 

 

措置区分

　

件
　

　
　

　
　

数

再

通
告

が
あ
っ

た

再

通
告

は
な

か
っ

た

　

無
　

　
回

　
　

答

　合　計 936 148 721 67
横構成比 100.0 17.0 83.0 7.2

２７条 636 91 502 43
横構成比 100.0 15.3 84.7 6.8

３３条 300 57 219 24
横構成比 100.0 20.7 79.3 8.0

無　回　答

横構成比 - - - -

措置区分 　件　数 １回 ２回 ３回 ４回 ５回 無回答 　平均 　実数合計

　合　計 148 119 17 5 1 4 2 1.4 200

横構成比 100.0 81.5 11.6 3.4 0.7 2.7 1.4 100.0

２７条 91 73 11 3 1 2 1 1.4 122

横構成比 100.0 81.1 12.2 3.3 1.1 2.2 1.1 61.0

３３条 57 46 6 2 2 1 1.4 78

横構成比 100.0 82.1 10.7 3.6 - 3.6 1.8 39.0

　無回答 - -

横構成比 - - - - - - - -
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図11．再通告と虐待種別 50日以上の一時保護からの家庭復帰事例 図 12．再通告と虐待種別 50日以上の一時保護からの家庭復帰事例 

 

家庭復帰後の再通告は養育状況の何らかの問題継続や

悪化を示す結果的な重要指標である。表 15、図 13～15

に平成 25 年 11 月 1 日時点での養育状況の評価と家庭復

帰後の通告の有無についての状況を示す。 
 
表 15. 平成 25 年 11 月時点での養育状況評価と通告 

 
 

 
図 13．施設からの家庭復帰事例における平成 25 年 11 月 

時点での養育状況評価と通告の有無 

 

 
図 14．50 日以上の一時保護からの家庭復帰事例における

平成 25 年 11 月時点での養育状況評価と通告の有

無 

 

 
図15．施設からの家庭復帰、50 日以上の一時保護からの家

庭復帰事例の平成 25 年 11 月時点での養育状況評価

と通告の有無 

 

図 13～15 では、当然ながら、いずれにおいても養育状

況悪化事例において通告が 50％を超えている点が注目さ

れる。これらを通告の有無をキーにして構成比をみると図

16～18 のようになる。状態悪化群と現状維持＋改善群を、

通告の有無で比較すると、いずれも 1％水準の有意差が認

められる。ただし、これらは家庭復帰後の問題再発の結果

情報であり、予後評定の指標とはならない。 
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悪化 74 8.9% 42 30 2

合計 836 100.0% 133 641 62

構成比区分
通告の有無

27条

33条

27＋33条

現在の養育
状況

件数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

27条

通告の有無 記入なし

通告の有無 なし

通告の有無 あり

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

33条

通告の有無 記入な

し

通告の有無 なし

通告の有無 あり

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

27＋33条

通告の有無 記入なし

通告の有無 なし

通告の有無 あり



日本子ども家庭総合研究所紀要 第 50 集 

44 

 

 

図 16． 施設からの家庭復帰事例における平成 25 年

11月時点での養育状況評価と家庭復帰後の通

告の有無 

 

 

 

図 17．50 日以上の一時保護からの家庭復帰事例にお

ける平成 25 年 11 月時点での養育状況評価と

家庭復帰後の通告の有無 

 

 

 

図 18．施設からの家庭復帰、50 日以上の一時保護から

の家庭復帰事例の平成 25 年 11 月時点での養育

状況評価と家庭復帰後の通告の有無 

 

６）家族状況の変化 

家族状況の流動性の高さは平成 23 年度の最初の退所

時の措置入所や一時保護時点からの状況としても確認さ

れているが、今回の状況（平成 24 年 11 月～25 年 11 月）

を見ても、虐待者が在宅の家に家庭復帰した群で、家族

成員に変化が無いのは。施設からの家庭復帰で 49.0％、

一時保護所からの家庭復帰群で 61.6％と、施設からの家

庭復帰群で家族の流動性の高さが注目される。さらに虐

待者のいない家に家庭復帰した群では当然ながら施設か

らの家庭復帰も一時保護所からの家庭復帰も共に 60％

強の事例は家族成員に変化があり、そのうち 2.3％の事

例に比率は低いが虐待者との再接触が認められる。ただ

し、虐待再発とは直結した状況は認められておらず、児

童相談所や地域機関の関与が続けられている事例におけ

る状況となっている。 

 

 
表14．家族成員の変化 主たる虐待者がいる家に家庭復帰した事例 
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通告なし 16 196 212
計 41 243 284

フィッシャーの直接確率　　**:1%有意　*:5%有意
両側Ｐ値 1.4337E-07 **
片側Ｐ値 1.4337E-07 **
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計 31 157 188
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　合　計 936 362 26 4 88 41 9 19 5 137 252
横構成比 100.0 52.9 3.8 0.6 12.9 6.0 1.3 2.8 0.7 20.0 26.9

２７条 636 232 16 2 66 25 7 10 3 113 163
横構成比 100.0 49.0 3.4 0.4 14.0 5.3 1.5 2.1 0.6 23.9 25.6

３３条 300 130 10 2 22 16 2 9 2 24 89
横構成比 100.0 61.6 4.7 0.9 10.4 7.6 0.9 4.3 0.9 11.4 29.7

無　回　答

横構成比 - - - - - - - - - - -
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表15．家族成員の変化 主たる虐待者がいない家に家庭復帰した事例 

 

７）予後不良の予測的関与因子の探索 

平成 25 年 11 月 1 日時点での養育状況の評価から逆方

向に、平成 23 年度の退所情報まで遡って、予後不良につ

いての関与因子を探索したが、現在までのところ、30％

以上の発生率をみる指標の発見に至らなかった。５）の通

告は 50％を超える予後不良群を示したが、そもそも通告

は養育状態の悪化を直接知らせるものであり、それ以前に

予測的、できれば未然に状態悪化を推定させる情報ではな

い。引き続き探索を続けたい。 

 

 

Ⅳ．考察 

 

平成 23 年度の退所事例からの継続報告数は、表 1 にあ

ったように、当初の 1124 件から 2 年後も 936 件と約 17％

の目減りだけで高い継続回答率を得た。協力していただい

た各児童相談所の方々に深く感謝申し上げる。 

多くの親子分離した虐待相談事例が、その後、児童相談

所のどのような関与のもとで家庭復帰しているか、その標

準的な実態を整理することが本研究の重要な目的のひと

つであった。これについては以下の「子ども虐待相談事案

における措置児童の保護者への支援についての段階的親

子再接触アプローチの基本的枠組み」に整理したので参照

されたい。 

子ども虐待問題により親子分離して施設入所した子ど

ものうち、家庭復帰している事例はおよそ 7 割が施設入所

から 2～3 年以内に家庭復帰している。ただし、その 4 割

では、「なお虐待再発のリスクは残っている」とされなが

ら家庭復帰している。50 日以上の一時保護では当然では

あるが、家庭復帰時点で「なお虐待再発のリスクは残って

いる」とされる事例は 6 割に達する。これらの事例の予後

を見極めることが本研究のもうひとつの重要テーマであ

った。 

平成 23 年度中、すなわち家庭復帰と同一年度内の虐待

再発リスクの指標としては、以下の要件が認められる。 

 

 

この群は全体の中で 1.4％の出現率であった。 

この群からは 30％の虐待再発が認められており、他の

様々な組み合わせ群との間に 5％水準の有意差がある。 

ただし、30％の再発率では、その群に他の群に比べて

特に再発リスクが高いとは言えても、その指標だけで再発

の予測が可能と意味づけるには弱いと言わざるを得ない。 

 

また 

 

 
この群は特異で 0.14％の出現率であった。 

他の様々な組み合わせ群の中で 1 件のみで、虐待再発し

ており、他の様々な組み合わせ群との間に 5％水準の有意

差がある。 

これだけ出現率が低いと逆にこの特性が認められた場

合には要注意であると言えるだろう。 

 

平成 24 年度 11 月での予後については、施設からの家

庭復帰で予後が良いとされた群では 95.8％が状態改善し

ており、4.2％に虐待再発が認められた。「なお虐待再発の

リスクが残っている」とされた群では 63.5％が何らかの

問題継続常態か悪化を示していたが、明らかな虐待再発は

4.6％に認められただけで、明確な状態悪化については家

庭復帰時点でのリスク評価の良・不良間で発生率の差は認

められなかった。50 日以上の一時保護からの家庭復帰事

例では 40.9％が状態改善しており、7.8％で悪化・再発が

認められたが、家庭復帰時点でのリスク評価の間で状態悪

化の差は認められなかった。 

平成 25 年度 11 月時点での予後については上記結果の

項で、みるべき予測的な関与因子はまだ見つかっていない

が、全体の概況は以下の表 16 の通りである。 
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回

　

　

答

　合　計 936 98 6 7 17 12 9 25 76 688
横構成比 100.0 39.5 2.4 2.8 6.9 4.8 - 3.6 10.1 30.6 73.5

２７条 636 65 5 5 12 11 2 12 54 471
横構成比 100.0 39.4 3.0 3.0 7.3 6.7 - 1.2 7.3 32.7 74.1

３３条 300 33 1 2 5 1 7 13 22 217
横構成比 100.0 39.8 1.2 2.4 6.0 1.2 - 8.4 15.7 26.5 72.3

無　回　答

横構成比 - - - - - - - - - - -

・虐待のリスクはまだ残っているが在宅可能程度に低下した 
＋ 

・理由の如何を問わず結果的に支援を受け入れていない 

・いずれの理由によっても虐待の不適切性に抵抗 
＋ 

・理由の如何を問わず結果的に支援を受け入れていない 
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表 16．平成 25 年 11 月 1 日時点での平成 23 年度からの家庭復

帰事例全体の状況概要 

  

一時保護、施設入所は何らかの養育状況の悪化には含ま

れるが、その要因は当初の親子分離や家庭復帰時点でのリ

スクだけで説明できる状況ではない様々な経過によるも

のとなっている。

 

Ⅴ．子ども虐待相談事案における措置児童の保護

者への支援についての段階的親子再接触アプロ

ーチの基本的枠 
 

１．段階的親子再接触アプローチとは 

児童相談所の虐待相談事案において、特に安全確保・調

査目的での分離保護からの介入的指導・援助の基本的枠組

みとして、いったん分離した親子について、段階的に親子

の再接触を設定し、各設定段階を節目としながら親子関係

の評価・調整、保護者指導や家族支援の評価と課題設定、

親子の関係修復を進め、かなうのであれば、家庭復帰させ

て復帰後の在宅での支援へと移行する、保護者と子どもへ

の管理的枠組みをもったアプローチを「段階的親子再接触

アプローチ」と呼ぶ。 

実務的には、この枠組みの管理下において、様々な支援

的アプローチを併用・展開することが想定される。専門

的・治療的なプログラムの実施は、ここに属する。 

親子再接触の段階設定全体は、家庭復帰を目指した設定

を基本形とするが、必ずしも最終的に家庭復帰を必須の要

件とするものではない。ただし、これまでの全国の児童相

談所への調査では、家庭復帰に至った施設措置児童のおよ

そ 50～60％に、長期に一時保護された後に家庭復帰して

いる事例のおよそ 20～30％において、意図的、あるいは

経過措置的に「段階的な親子再接触アプローチ」がとられ

てきたことが確認されている（山本ら 2009、2010）。 

アプローチの実施にあたっては、児童相談所が主導的に

計画を立てて親子関係の調整や保護者指導にあたったも

のと、分離保護した事案について、その後の経過から、後

追い的に段階的再接触を設定したものが、およそ半々の比

率で存在することがこれまでの状況として見えている（山

本ら 2010、2011、2012）。基本的には、児童相談所が

主導的に子どもと保護者の関係調整を実施するうえでの

評価と進行管理の枠組みとして段階的親子再接触アプロ

ーチが設定されることが望ましい。 

 

２．前提的な条件、考え方 

本アプローチを実効性あるものとするために、前提とな

る要件がある。それらは実務的な場面での判断作業におい

ての価値観（価値の優先順位）を構成する事柄である。 

 

 

１）こども虐待の基本的な考え方 

子ども虐待は「Child Abuse：積極的な何らかの加害意

図あるいは危険行為をもって子どもの安全を損なう養育

行動」と、「Neglect：消極的な拒否・忌避・怠慢、あるい

は放置・放任、あるいは努力の実効性における不十分さ故

に結果的に子どもの安全を損なうことに陥る養育行動」を

総称して「Maltreatment：うまくいっていない養育行動、

不適切な養育」とすることが国際的な標準である。この趣

旨に基づけば、子ども虐待対応は、まず養育者に対してそ

の「加害責任」を問うのではなく、「安全と健全育成を守

る養育責任」を問うことに核心がある。「加害責任」の発

想は追及と処罰を求めやすく、「安全責任・養育責任」の

発想は支援と回復の方策を求める。何よりも「加害責任」

は子どもよりその子どもに損害を与えたかもしれない「加

害者・加害行為」に注目が集まるのに対して「安全責任・

養育責任」はまず、子どもの安全に焦点があり、理由のい

かんを問わず子どもの安全確保が問われ続けるところに

要点がある。 

 

２）通告の考え方、説明概念 

児童虐待防止法によれば、子ども虐待を受けたと思われ

る子ども、すなわち虐待を疑われる子どもを発見した者は

通告しなければならないとされている。ただし、この「虐

待を受けたと思われる」という要件が、多くの一般市民、

関係する職員の通告判断において、強いためらいや困惑を

もたらしてきた。「虐待の疑い」の任意性の高さと、「虐待」

という想定事態の加害性、犯罪性の高いイメージがハード

ルとなっている。「確証が無いため、通告しなかった・通

告をためらった」という事態がしばしば報告されてきてい

る。こうした事態は上記 1)の発想の重点移動・転換によ

ってかなり変えられるとみられる。 

厚生労働省の子ども虐待対応手引き（平成 25 年 8 月改

正版ｐ.36）によれば、通告にあたる子どもとは、「必ずし

も虐待の事実が明らかでなくても、子どもに関わる専門家

によって子どもの安全・安心が疑われると思われる場合は

もちろんのこと、一般の人の目から見て主観的に子どもの

安全・安心が疑われる場合」を指すとされており、この観

点で通告要件を統一することが重要である。 

 

３）安全確認作業における優先順位 

安全確認は児童相談所においては基本的に通告受理か

母集団構成比
29.8%
46.0%

施設からの家庭復帰 7.5%
50日以上の一時保護から家庭復帰 9.6%
施設からの家庭復帰 13.0%
50日以上の一時保護から家庭復帰 16.9%
施設からの家庭復帰 0.8%
50日以上の一時保護から家庭復帰 1.0%

状　態　改　善

情　報　な　し

平成23年度の家庭復帰から

悪化している

現在施設入所している

現在一時保護中

養育状況評価と家庭復帰の区分
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ら 48 時間以内の目視現認を条件とすることにより、結果

的に相当介入的な作業とならざるを得なくなった。この判

断においては初期対応のリスク・アセスメントとしての要

件が整理されてきたが、「子どもの安全」を鍵とした判断

としては、「報告された子どもの被害状況」だけでなく、

「効果的な子どもの現状確認・安全確認のためのマネジメ

ント」も重視すべきである。子どもの安全確認の対応判断

は以下のように、 

① 子どもの所在が確認できない 状態確認が困難 

② 子どもの被害の深刻さ 

③ 保護者の認識程度、虐待が繰り返される危険性 

④ 保護者の問題改善意識と関与機関への協力程度 

というように、まず、子どもの所在確認、状況確認が重視

されるべきである。ただし、強行的な安全確認が結果的に

もたらす事後の親子関係や子どもへの危険性も配慮の範

囲であることは言うまでもない。 

 

４）支援的ケースワークと介入的ソーシャルワークの考

え方 

従来からの児童相談所の臨床的支援技術は、相談当事者

からの依頼と契約・合意に基づく対人援助、治療的なケー

スワークとして理解される。そこでは臨床的な援助者は当

事者との信頼関係に基づき、受容と傾聴、同意と承諾の原

則で臨床的な援助活動、治療的支援活動を展開してきた。

これらの作業技術は、多年にわたる修練と熟練者からのス

ーパービジョン、自己覚知と経験知の積み重ねによる、い

わば名人芸的な技能の様相を呈していた。これらの技術を

その実施上の価値と対応の優先順位として並べると、概ね

以下のようになる（山本 2013）。 
 

 
平成 24 年度児童関連サービス調査研究事業報告書 児童虐待相談におけ

る初期調査と子どもからの事情聴取の専門性、およびそれらの基礎となる

子どもの安全を軸とした介入的ソーシャルワークのあり方についての調

査研究（主任研究者 山本恒雄）2014ｐ.4 より 

 

このシステムの難しいところは、別項をいつどのように

本題の優先順位にかかわらせるかという点と、①～③の順

位を支援経過・事態に合わせて柔軟に入れ替えていく判断

技術と進行管理にある。 

この対応システムは子ども虐待対応において機能不全

に陥った。前提条件が全く異なるからである。まず、子ど

も虐待問題では相談者が自ら相談に訪れて相談が開始さ

れることが無い、信頼関係形成の手順なしにまず、子ども

の安全が図られる必要性が高い、親子の利害は親子共有と

ならず、時に親子は利害相反関係にあるとして対応判断し

なければならない、対応の原則は受容・傾聴ではなく、告

知・説明責任となり、同意と承諾を条件にしない児童相談

所の介入とそうした対応への保護者の理解と協力を求め

る努力が問われることとなる。これらの対応を一貫した論

理をもって運用するには、従来の治療支援型のケースワー

クの対応と判断のシステムではうまく機能しないことが

明らかとなった。 

こうした状況を打開するために立てられる実施上の価

値と対応順位は以下のようになった。 
 

 
平成 24 年度児童関連サービス調査研究事業報告書 児童虐待相談におけ

る初期調査と子どもからの事情聴取の専門性、およびそれらの基礎となる

子どもの安全を軸とした介入的ソーシャルワークのあり方についての調

査研究（主任研究者 山本恒雄）2014 ｐ.6 より 

 

子ども虐待対応におけるソーシャルワークは概ね上記

の価値の優先順位に基づいて運用される必要がある。これ

は先の基準とは全く異なる判断基準とソーシャルワーク

の展開を示す。両者は個々の項目に類似性はあるものの、

その運用・展開においては全く異なる価値基準と対応プロ

セスが展開する。従来からの治療・支援的専門性を身に着

けてきた多くの児童相談所の熟練者が、虐待対応の専門性

において戸惑い、疲弊していったのはこの一見、類似性が

高いように見えるシステムが、実務的には真逆の事態を生

じさせるシステムであったこと、そのことを十分に意識的

に区別して運用する観点に到達できていなかったことに

よる。 

 

５）ソーシャルワークにおけるアセスメントとマネジメ

ント 

法的な判断においても、対人援助技術としての臨床的な

判断においても厳密な判断や進行管理責任を負う作業で

従来の相談支援型児童福祉サービスのためのケースワーク、ソーシャルワークにおける

対応の優先順位 
 以下の①から③の優先順位を尊重して対応する。ただし別項 1. 2.の要件を担保する 
限りにおいて、様々な局面に応じてその順位は循環的に変化させることができる。 

  
① 目的のために不必要に傷つけない 

表面的な対処に走るあまり、事態を無駄に悪化させないように注意する。 

②  介入によるダメージの最小化努力 

当事者・関係者・支援関係のダメージが最小限度にくいとめられるように努力する。

③  相談者自身による問題解決可能性の最大化努力 

当事者・関係者・支援関係による問題修復・解決の可能性を追求する。 

 
別項 1. 子どもの最善の利益の保証  
    保護者・家族と子どもの間に利害関係が生じる場合には、子どもの最善の 

利益の保証が尊重される。 
別項 2. 保護者の利益と子どもの最善の利益の保証は一体であること 
    基本的に保護者と子どもの利害は一体・共通でなければならない。 

児童相談所の児童虐待対応のためのソーシャルワークにおける対応優先順位 

以下の①～④の優先順位は絶対であり、決してその順位を変えることは許容されない。 

上位項目のために生じるトラブル、下位項目に起こる問題は、ジレンマ問題として認識 

され、規定された条件下での調整課題となるが、そのために①～④の優先順位が変更・ 

調整されることは決してない。 
 
① 子どもの安全と最善の利益の優先 

いかなる場合にも、子どもの安全と最善の利益の保証は独立・最優先の課題として 

扱われなければならない。 

親権者もまた、その義務責任において子どもの最善の利益を実現する義務を共有し 

ているのであり、もしも親権者個人の権利・利害が子どもの利益に反するにもかか 

わらず、親権者・保護者によって主張される場合には、児童相談所長の職権により、

あるいは法的手続きにより排除される。 
 
② 目的のために不必要に傷つけない 

表面的な対処に走るあまり、事態を無駄に悪化させないように注意する。ただし、 

①の要件が達成されて遂げられている限りにおいて。 
 
③ 介入によるダメージの最小化努力 

当事者・関係者・支援関係のダメージが最小限度にくいとめられるように努力する。

ただし、①、②の要件が達成され遂げられている限りにおいて。 
 
④ 相談者自身による問題解決可能性の最大化努力 

当事者・関係者・支援関係による問題修復・解決の可能性を追求する。 

ただし、①、②、③の要件が達成され遂げられている限りにおいて。 
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は、アセスメントとマネジメントの明確な運用が、進行管

理において特に重要となる。この点でも従来の児童相談所

の対応は、相談担当者と当事者の対人的な関係性の構築と

進展に重点が置かれており、対応側の判断や権限執行の説

明性や妥当性については結果主義的な様相が強かった。 

初めから利害が相反・対立する危険性もある子ども虐待

問題での保護者対応においては、この点で、まず事態の見

立て、判断に関するアセスメントと、そのアセスメントに

基づく効果的な対応展開のためのマネジメントを強く意

識する必要がある。さらにアセスメントとマネジメントに

は、子どもの心身の安全に直接関係する「リスク」、養育

課題全体の改善や支援にかかわる個人と家族、地域の「ニ

ーズ」、そして実務的な運用過程において最も注意を要す

る「リミット」の 3 領域が識別される。これらの兼ね合い

は概ね以下のようになる。 

 

この 3 分野 6 領域の進行管理が子ども虐待対応の個別

事例ソーシャルワークにおける主要課題である。 

 

６）虐待告知と保護者指導・支援 

子ども虐待対応において児童相談所はそれまでの相談

者中心の治療的アプローチ能力の限界点に突き当たるこ

ととなった。しかしなお、多くの虐待以外の相談では従来

からの相談援助能力を問われ続けている。さらに言えば、

子ども虐待相談においても初期の強い介入的対応だけで

なく、より緩やかな在宅指導や、初期の介入以降の保護者

支援における治療的アプローチも求められている。この相

反・混在する課題を一貫した対応として構築することが要

請されたために、さらに従来からの支援重視の熟練者の苦

悩と疲弊が強くなった。 

この課題の焦点の一つが「虐待告知」にある。「虐待告

知」とは。子どもの安全の観点から保護者の養育に改善の

要があり、その問題意識、課題の理解を促す最初のアプロ

ーチである。その焦点は子どもの職権保護の告知か、介入

警告の場面での保護者の養育行動の不適切さの指摘にあ

る。ここで「あなたのしていることは虐待である」という

告知が、しばしばそれ以降の児童相談所と保護者の関係を

困難にしてきた。 

保護者の養育行動の不適切さについては、保護者の取っ

た行動がいかに不適切で犯罪的であるか、子どもの受けた

ダメージの加害責任がいかに保護者にあるか、という追及

的・処罰的なアプローチがとられ、しかもその同じ介入者

が以後の指導関係も進めていくことになったため、その関

係は結果的に支配・服従の様相を帯び、治療的アプローチ

が重視してきた「当事者の主体的・能動的な問題解決能力

の構築への援助」は大きく損なわれることとなった。かと

いって、この弊害をおそれ、「良き関係性」を重視し、当

事者自身の相談への動機づけを図ろうとすれば、初期の子

どもの安全確保の介入そのものが制限され、結果的に子ど

もを守れない失敗を繰り返すことになる。第 3 の道が必要

である。 

児童相談所の介入・指導としての「虐待告知」は先にあ

ったように「加害責任」の処罰的な追求ではなく、「子ど

もに対する安全責任の指摘」でなければならない。そして

保護者の「子どもの安全を守る責任」こそが、保護者と国・

地方公共団体が共同で責任を負う重要課題であり、初期の

介入段階から、中長期の親子関係の修復まで、ずっと一貫

して変わらない課題なのである。確かに刑事罰処分を受け

ることはその途上にあるかもしれないが、それでもその人

物が親である限り、子どもへの安全責任が消えることはな

い。この点を一貫して保護者の課題として示すことが「虐

待告知」の本体である。結果的に「虐待」「不適切養育行

為」の告知は「子どもの安全状態への心配の事実告知」と

なり、刑事捜査的な「虐待行為の特定」や「虐待事実の解

明」は、刑事捜査における処罰のための重要課題ではある

が、児童相談所にとっての最優先要件とはならない。必須

の要件は保護者に「子どもの安全にかかわる問題・心配」

を示し、その保護者からその原因・経過説明を得て「子ど

もの安全確保のための要件」の「確保と立証」を求めるこ

とである。もしもその案件に「不適切な行為」や「事実」

があるとすれば、それを明らかにするのは、保護者側の責

務である。いかなる事案も、保護者に子どもの安全確保の

保障を説明・構築・立証させ、それを確認することに児童

福祉機関の第一の目的があり、初期の強権介入から、指導

の終結に至るまで、その基本軸はいささかもぶれないこと

が必須の要件なのである。 

 

３．段階的親子再接触アプローチの「各段階」について 

「段階的親子再接触アプローチ」は以下の 6 つの時期に

区切られる。いずれも保護者と分離された子どもとの再接

触のタイミングを起点に段階が設定される。 
 
① 初期介入から親子分離まで、 

② 親子分離から最初の面会接触まで、 

③ 施設入所した子どもと保護者の面会設定から、面会

外出まで、 

④ 短期外泊から、週単位程度の長期外泊の設定まで、 

⑤ 家庭復帰まで、事例によっては措置停止による長期
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外泊まで、 

⑥ 家庭復帰とそれ以降、 
 

各時期は親子の接触の内容によって区分される。それに

合わせて事例ごとに段階的な課題が設定され、基本的には

事前に計画作成を経て親子に課題を確認しつつ進めるこ

とが想定される（山本ら 2010）。しかし実際には当初から

計画的な検討をもって開始されるのは平成 23 年度家庭復

帰した回答事例全体ではその 20～30％前後で、残りは事

後対応的に開始され、事案の進行と同時並行的に順次実施

されているものがほぼ同数ある。その主たる理由は多忙の

ための作業優先順位の低さにある（山本 2012）。 

本案ではぜひこの点での状況改善の努力と事前からの

保護者へのよく準備された課題呈示によるアプローチを

勧めたい。 

 

４．各段階の課題 

2009 年の調査検討では、各段階に不適切養育の改善に

ついてある意味で関所を設けるような、保護者の不適切養

育に関する認識を順次問うことによって課題を明らかに

し、次の段階へ進めるような考え方が主導であった。しか

し同じ 2009 年度の実態調査では、それらは表向きの理想

的・仮想的な考え方であって、実態は面会を認めてからは

介入・管理的な要因への関与・注目はどんどん後退してし

まい、保護者と子どもに寄り添うような支援課題への関心

の集中が認められた（山本ら 2010）。結果的に親子の接

触密度が上がっていく経過の中で、親の強い引取り希望に

よる家庭復帰を初めとして、親子分離 2～3 年で家庭復帰

する事例が最も多く（家庭復帰事例のおよそ６割）、その

間、保護者の不適切養育についての認識は流動的な変化を

繰り返し、全体的には不適切養育を認識していく方向に向

かう傾向にあるものの、なお多くの保護者（施設から家庭

復帰する保護者の 50.4％、50 日以上の一時保護から家庭

復帰する保護者の 46.7％）が不適切養育そのものか、不

適切行為を認めていないまま、家庭復帰の段階を迎えてい

ることが明らかとなっている（山本ら 2012）。 

上記のような実態はあるが分離保護時点で不適切養育

そのものか、行為の不適切性を認めていなかった保護者の

うち、家庭復帰時に不適切行為を認めるまでに変化した保

護者は施設からの家庭復帰で 23.2％あり、50 日以上の一

時保護からの家庭復帰で 36.1％ある（山本ら 2011）。 

各児童相談所が段階的親子再接触の全過程を通じて注

目してき課題は概ね以下の 5 つの領域に分けられる。 

① 子どもの安全や不適切養育の認識、児童相談所の関与

に対する保護者の態度. 

② 保護者と家族の生活状況や様々な人間関係における

孤立状況等の改善 

③ 保護者の家事・生活能力、経済・就労・健康等の家族

の基礎体力のような事柄の向上 

④ 保護者の子どもの感情や発達の理解とそれに適合し

た 養育方針や親子関係修復の動機づけ、及び実際的

な親子関係修復の客観的評価 

⑤ 保護者自身の精神科問題やコミュニケーション能力、

社会適応上の課題、自己評価の強化 

である。 

以上の課題は全過程の課題領域であるが、児童相談所が

段階ごとに設けようとしている課題を挙げると以下のよ

うになる（山本 2010）。 

 

① 初期介入から親子分離まで 

この段階は「虐待の告知」「指導開始」の基本線を決め

る重要な段階である。先に述べてきた基本的な設定による

「子どもの安全責任」の共有が明示されることが重要であ

る。サインズ・オブ・セーフティ・アプローチを使う場合

には、この時点から、すなわち課題提示と作業開始の時点

から使われることが重要であることが指摘されている。 

この時点で児童相談所が重視してきた課題は 

・保護者の虐待・不適切養育の認識 

・保護者の子どもの安全についての問題認識 

・保護者の子どもの安全についての問題解決への動機づ

け 

・児童相談所の指導への保護者の協力 

である。 

また多くの保護者が反発の中でも自らを語り、示すこと

が多く、児童相談所側の対応は職権執行と告知・説明の段

階であるが、そうした保護者の示す情報を敏感に把握して

おくことが重要である。 

こうした対応を確実に効果的に進めるには複数対応の

原則が重要となる。理想的には 2 名の児童福祉司が主・副

となってひとつの事例を連続して担当することが望まし

いと考えられる。 

 

② 親子分離から最初の面会接触まで、 

親子分離後の最初の段階である面会までの段階でのハ

ードルは保護者が児童相談所の介入と指導にどんな態度

を示すかによる。児童相談所はこの初期段階で①の課題と

共に保護者の子ども理解や養育方針の見直しを強く働き

かけてきている。主なテーマは①のテーマに加えて 

・保護者の養育能力の向上 

・保護者の子どもへの理解、愛着の課題評価と対応 

・保護者の子どもの発達課題の理解、子どもの気持ち理

解 

・親子関係修復のための親の養育姿勢変化の動機づけ 

などである。 

児童相談所は同時に親子の面会の設定にあたって、 

・保護者の不適切養育についての認識程度 

・児童相談所指導の受け入れ程度 

・親子関係修復のための動機づけ 

・保護者自身の生活環境改善の必要性の認識 

・子どもの年齢・発達状況と不適切養育のダメージ 
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・親子交流に対する子どもの気持・反応 

等を併せて評価しながら、親子の再接触のタイミングを

計っている。 

ただし、保護者の認識や態度が当初より児童相談所と対

立的であったり、認識があまり進んだとは言えない状況で

あったりしても、多くの児童相談所が親子の面会設定は上

記の課題提示と共であれば許容されると考えている。 

 

③ 施設入所した子どもと保護者の面会設定から、面会外

出まで、 

この時点になると保護者の側に親子関係修復のための

動機づけと努力が認められない場合には外出までは認め

にくいと考えている児童相談所が増える。②の段階で求め

られた課題領域での進展が評価できることがより重視さ

れている。併せて家族の生活状況や人間関係の改善にも注

目している。 

ただし、実際の事例の進行でみると、積極的に児童相談

所と対立したままの状態ではこの段階でストップする場

合が多くなるが、内容的な実効性ではそれほどの進展がな

くとも、消極的にしろ、表面的にしろ、児童相談所の設定

に従うという態度をとる保護者に対して児童相談所はこ

の段階を許容することが多いことが示されている（山本ら 

2009）。 

おそらく短期間でこの段階まで進む事例が多く、保護者

の変化がすぐに表れなくとも、「支援」としての流れを重

視する指導においてはある程度許容的に接触を進めるこ

とが選択されるものとみられる。 

施設入所事例については、保護者と施設の接触、子ども

の状態と反応評価において施設が果たす役割がいよいよ

重要となってくるのもこの段階である。 

面会・外出の折に児童相談所も子どもや保護者と接触す

るのか、施設の対応に委ねるのかも重要な判断である。 

 

④ 短期外泊から、週単位程度の長期外泊の設定まで、 

この時点になって児童相談所はそれまでは比較的許容

的であった、保護者の不適切養育認識や関係改善の動機づ

けをあらためて問わなければならない段階となる。 

しかし多くの児童相談所がこの段階になってあらため

てそれを問うことを難しく感じていることが分かってい

る（山本ら 2009）。ここに関係性構築だけで介入的な対

応経過から始められた保護者支援を進めることの問題性

がある。児童相談所は虐待対応においては管理的機能と支

援的機能の両方を担っている。先行する欧米のシステムで

あればそれは親権を扱い、判断する裁判所と、具体的な関

係修復や養育能力の改善を評価・支援する福祉機関の分業

によっている。日本では児童相談所ひとつでこれを担って

いることに課題がある。 

おそらく家庭復帰時点で、当初よりの保護者の不適切養

育の認識改善が進んでいないのに、家庭復帰を迎える多く

の事例の重要な関門はこの段階設定にある。 

面会・外出を重ねるうちに子どもがだんだん負担感や親

子接触によるストレス反応を示し始める事例がある。施設

側はこうした子どもの反応に敏感に反応するが、児童相談

所は親との関係性に重点があって、なかなか本質的な最初

の課題に戻れない場合がある。 

全体的な課題領域の④にある、「親子関係の修復につい

ての客観的評価」を最も重視しなければならない段階は実

はこの時点である。 

おそらくこの課題をクリアするために、多くの専門的プ

ログラムが併行投入されている。コモンセンス・ペアレン

ティングに代表される養育改善の技法や、当事者参画（家

族合同ミーティング）に代表されるリアリティのある支援

過程の評価と構築のアプローチは、この段階での重要課題

を扱うために投入されているとみられる。 

児童相談所が担っている子どもの安全についての管理

的評価機能（介入的制限も含む）と親子関係修復のための

支援機能の併行した進行管理のためには、この段階の対応

システムのさらなる検討と充実が必要であるといえる。 

 

⑤ 家庭復帰まで、事例によっては措置停止による長期外

泊まで 

この段階になって多くの児童相談所が親子関係の修復

に関する客観的評価を最重要項目として取り上げ始めて

いる。併せて保護者の養育能力の向上実績の評価も重視し

ている（山本ら 2009）。ただしこの段階まで支援関係が

展開していながら、その進行過程を止めるのは難しい。短

期外泊中に不適切養育の再発が認められるような場合に

はこの時点での見直しが可能であるが、長期外泊にまで進

んでからそうした兆候があった場合にどこまで介入・制止

するかはどこの児童相談所でもおそらく判断が難しい事

柄である。結果的には家庭復帰後の指導へと課題そのもの

が見送られる可能性があるが、それが子どもの安全にとっ

て重大な事態をもたらす危険性もある。おそらくこの段階

での課題は④の段階ですでに必要な要件であり、特に保護

者との支援関係においては、当事者参画の作業に最も典型

的にその課題を浮かび上がらせる機会があると言えるが、

④の段階で、保護者、子ども、児童相談所が、子どもの安

全の名の元に、何らかの責任共有の確認をしておくべきで

あると言える。そうでないと、外泊までのプロセスを進め

た主導責任が児童相談所にある場合、保護者はここまで児

童相談所に従順に従って来た経過責任を担当者に問うで

あろうし、担当者も保護者との治療的関係性に配慮する姿

勢にあれば、当然、保護者なりの努力の総量との比較にお

いて、子どもの安全についての徴候だけですべてをひっく

り返すことを躊躇するであろう。 

多くの児童相談所が⑤の段階で、分離生活と家庭養育の

間に落差が大きく、客観的な評価が難しいと指摘している。

一時的な親子の同居生活を設定し、親子関係を手厚く見守

り、家庭復帰を実効的に支援する場が必要であるとの声も

多い。 
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東京都の母子寮を使った親子支援、以前に宮城県で試み

られた宿泊型の親子支援の場の設定、一部施設で実施され

ている宿泊しての面会、情緒障害児短期治療施設に設定さ

れている宿泊型の家族療法棟の運営など、この時点の課題

を扱うための工夫はいろいろと展開してきたが、その十分

な評価や統一的なシステムはまだ構築されておらず、今後

の課題である（山本ら 2010）。 

多くの児童相談所はこの段階で家庭復帰の判断を行っ

ており、実際的には家庭復帰への移行期となっている。こ

の段階で、虐待のリスクがまだ残っていると家庭復帰時に

なって確認されている事例の内、施設からの家庭復帰のお

よそ 6割、50日以上の一時保護からの家庭復帰の 9割で、

家庭復帰前のこの段階で児童相談所が直接的な継続指導

と、家庭復帰後の地域機関との接触を設定している（山本

ら 2012）。 

家庭復帰前段階での家庭復帰後の指導体制の開始は事

後の在宅支援を確実なものにするための最も重要な課題

である。 

以上の⑤の要件は、この段階的親子再接触アプローチを

事案経過途上の事後の状況追随的な実施でなく、事前準備

的・意識的に実施すべきである最も重要な課題を示してい

る。言い換えれば最低限、④～⑤の段階までに、そうした

体制整備が追い付けば望ましいということになるだろう。 

児童相談所がこうした状況を認識していないわけでは

ないのだが、なぜ事後追随的にしか、段階的親子再接触ア

プローチを設定できなかったかという主たる理由は「業務

負担の大きさのため、忙しさのため」とみられる。 

 

⑥ 家庭復帰とそれ以降 

家庭復帰時点で最も重要なことは、家庭復帰以前に在宅

での指導体制が開始していることである。特に「虐待のリ

スクはまだ残っているが在宅可能な程度に状態は改善し

ている」とされた事例では特にこの点が重要となる。 

段階的な注目点として児童相談所はこの時点になって、

保護者自身のトラウマや生育史的な課題、薬物依存等の問

題に注目し始めている。おそらく相対的に在宅になるまで

は子どもの回復と親子関係の調整にエネルギーが注がれ

ているために、そうした保護者自身の課題について取り組

まれていないわけではないだろうが、重点的な対応とはな

っていない状況があるものとみられる。しかし、もしも子

の家庭復帰が管理的な審査をうける体制にあったとすれ

ば、保護者の生活上の課題、個人病理や問題解決の程度は

家庭復帰以前の段階で注目され、評価の対象となるはずで

ある。支援に移行した児童相談所の体制の中で、こうした

介入管理的評価機能をどのように維持するかは今後の重

要課題である。 

多くの虐待リスクがあるとされた事例がこの時点では

児童相談所と地域の関係機関の支援対象として体制整備

されてきている。 

 

家庭復帰は保護者の観点からは分離保護事態の解決で

あり、取り組まれてきた努力過程の一区切りのポイントと

なるのだが、児童相談所の子ども虐待対応としての養育支

援においては、新たな在宅支援の開始の途上のポイントで

ある。この点を引取りの重要項目として位置付けることが

重要とみられる。そのためには④～⑤の段階での積極的・

主導的な児童相談所の段階的親子再接触アプローチの実

施が望まれる。 

 

５．家庭復帰後の虐待の再発問題について 

施設退所後の同一年度内の虐待再発には一応二つの注

意指標が確認された。 

 

この群は全体の中で 1.4％の出現率であった 

この群からは 30％の虐待再発が認められており、他の

様々な組み合わせ群との間に 5％水準の有意差がみとめ

られた。ただし、虐待再発の予測因子としては 30％の発

生率であり、残る 70％は再発を確認していないという点

で慎重な対応が必要な水準である。 

また、 

 
この群は特異で 0.14％の出現率であった。 

他の様々な組み合わせ群の中で 1 件のみであり、虐待再発

している。この特徴は出現率が極端に低く、もしも今後の

事例でこの特性が認められた場合には、高度の警戒を要す

るとみられる。 

また一時保護から家庭復帰後 4 日目に、指導終結後の通

告による一時保護が行われた事例が 3 件あり、退所後 1

週間以内であるのに、既に指導終結された上での通告があ

り、結果的に一時保護された事例は全事例の 1.7％あった。

これが最も危険な結果の発生率とみられる。 

 

翌年度、翌々年度においては統計的に有意性のある群は

現在のところまだ確認されていない。 

最も確実な特徴は 

 
である。 

事前情報を手掛かりとした虐待悪化の予後評定指標に

ついてはまだ探索を続けたいと考える。 

・虐待のリスクはまだ残っているが在宅可能程度に低下した 
＋ 

・理由の如何を問わず結果的に支援を受け入れていない 

・いずれの理由によっても虐待の不適切性に抵抗 

・理由の如何を問わず結果的に支援を受け入れていない 

・退所時点で児童相談所が再発リスクがあると判断してい

た。 

・新たな問題が発生している 

・何らかの継続的な指導があるか再開されている 

・再通告があった 
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23. その他  
本事例で気づいたこと  
課題となっていること 
 

自由記述（箇条書きに記入してください） 

調査はこれで終わりです。ありがとうございました。 次年度もよろしくお願い申し上げます。 




